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お問い合わせ先：沖縄市 建設部 都市整備室 都市計画担当

　　　　　　　　　〒904-8501　沖縄県沖縄市仲宗根町 26 番 1 号　電話 :098-939-1212（内線 2515）5）

お問

●
●
ホ
テ
ル

用途地域には大きく分けて３つの区分があり、それぞれ分ける目的・性格が異なっています。

１．住居系の用途地域

　　　主に住居の環境を保護するために　

　　　定められる地域 

２．商業系の用途地域 

　　　主に商業その他の業務の利便性を　

　　　増進するために定められる地域 

３．工業系の用途地域

　　　主に工業の利便性を増進するため　

　　　に定められる地域

》》》建てられる用途又は建てられない用途を定めます。

》》》それぞれの地域にふさわしい建物の用途を誘導します。

種類の異なる建物が混在していると、互いの

生活環境や使い勝手が悪くなります。

似ている建物が集まっていると、効率的な活動を

行うことができ、地域にあった環境が守られます。

土地の使い方や建物の建て方にはルールがあります。

ます。

例えば
戸建ての住宅地に

整理

地域に合わない
建物を制限

　土地の将来を想定し、良好な市街地の形成を図る住居、商業、工業などが適正に配置された合理的な土

地利用を実現するため、都市計画法により定められています。

　目的が似ている建物が集まっていると、それぞれにあった環境が守られ、効率的な活動を行うことがで

きます。機能的で良好なまちづくりは、暮らしの中の「安全・安心」への近道です。

　都市計画は、都市の発展を計画的に誘導し、そこに暮らす人々の健康で文化的な生活と機能的な都市活

動を確保することを目的としています。その実現のため、土地利用、都市施設及び市街地の開発を一体的

に計画し、都市の健全な発展と秩序ある整備を図っています。

　用途地域とは、住居、商業、工業など市街地の大枠としての土地利用を定めるもので、都市の特性、発展

に応じた土地利用計画の確立、実現を図るために市町村により指定されています。

用
途
地
域

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域

第二種住居地域

準住居地域

田園住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

低層住居専用地域

中高層住居専用地域

住居地域

住居系

商業系

工業系

都市計画における用途地域指定の目的

用途地域とは

沖縄市都市計画
用途地域・準防火地域・特別用途地区の見直しについて
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13 種類の用途地域

用途地域の種類

●
●
ホ
テ
ル

●●ホテル

パ
チ
ン
コ
★

農産物直売所

八
百
●
●

鮮魚◆◆

▲▲シネマ

BANK

●
●
工
業

●
●
工
業

●
●
工
業

低層住宅の良好な環境を守る

ための地域です。小規模な店

舗や事務所を兼ねた住宅や小

中学校などが建てられます。

主に低層住宅の良好な環境を

守るための地域です。小中学

校などのほか、150㎡までの

一定の店舗などが建てられま

す。

中高層住宅の良好な環境を守

るための地域です。病院、大

学、500㎡までの一定の店舗

などが建てられます。

主に中高層住宅の良好な環境

を守るための地域です。病院、

大学などのほか、1,500㎡ま

での一定の店舗や事務所など

が建てられます。

住居の環境を守るための地域

です。3,000 ㎡までの店舗、

事務所、ホテルなどが建てら

れます。

主に住居の環境を守るための

地域です。店舗、事務所、ホテ

ル、パチンコ屋、カラオケボッ

クスなどが建てられます。

道路の沿道において、自動車

関連施設などの立地と、これ

と調和した住居の環境を保護

するための地域です。

低層住宅と農地が調和する良

好な環境を守るための地域で

す。小規模な兼用住宅のほか、

農産物直売所などの農業用施

設が建てられます。

銀行、映画館、飲食店、

百貨店、事務所など、商

業等の業務の利便の増

進を図る地域です。住

宅や小規模の工場も建

てられます。

近隣の住民が日用品の

買い物をする店舗等の

利便を図る地域です。

住宅や店舗のほかに小

規模の工場も建てられ

ます。

主に軽工業の工場等の

環境悪化の恐れのない

工業の利便を図る地域

です。危険性、環境悪化

が大きい工場のほかは、

ほとんど建てられます。

主として工業の業務の利

便の増進を図る地域です。

どんな工場でも建てられ

ます。住宅やお店は建てら

れますが、学校、病院、ホテ

ルなどは建てられません。

専ら工業の業務の利便

の増進を図る地域です。

どんな工場でも建てら

れますが、住宅、お店、学

校、病院、ホテルなどは

建てられません。

容積率………100％

建ぺい率……50％

容積率………100％

建ぺい率……50％

容積率……・200％

建ぺい率……60％

容積率……・200％

建ぺい率……60％

容積率……・200％

建ぺい率……60％

容積率……・200％

建ぺい率……60％

容積率……・200％

建ぺい率……60％

容積率……・400％

建ぺい率……80％

容積率……200.300％

建ぺい率……80％

容積率……・200％

建ぺい率……60％

容積率……・200％

建ぺい率……60％

現在沖縄市では

指定はありません

現在沖縄市では

指定はありません

第一種低層住居専用地域 第二種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域 第二種中高層住居専用地域

第一種住居地域 第二種住居地域 準住居地域 田園住居地域

商業地域近隣商業地域 準工業地域 工業地域 工業専用地域
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用途地域による建築物の用途制限比較表

法改正に伴い、平成19年11月30日から、用途地域による建築物の用途制限の内容が変更されました。
主な変更内容は、第二種住居地域、準住居地域、工業地域及び工業専用地域における、大規模集客施設の建築の制限です。
また、平成30年４月から田園住居地域が新たに創設されました。

用途による建築制限の一覧

備　考

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × 非住宅部分の用途制限あり

× ① ② ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × ② ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × × ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ④

× × × × × × × ○ ○ ○ × ×

× × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ × × ▲ 3,000㎡以下

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ▲ 3,000㎡以下

× × × × × ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ ▲ ▲ 10,000㎡以下

× × × × × ▲ ▲ ○ ○ ○ ▲ × ▲ 10,000㎡以下

× × × × × × ▲ ○ ○ ○ × × ▲ 客席200㎡未満

▲ 個室付浴場を除く× × × × × × × × ○ ▲ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 600㎡以下

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下

× × ▲ ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 300㎡以下　2階以下

① ① ② ② ③ ③ ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○

× × × × ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ 3,000㎡以下

× ▲ ▲ ▲ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 原動機の制限あり、▲ ２階以下

× × × × ① ① ① ② ② ○ ○ ○

× × × × × × × ② ② ○ ○ ○

× × × × × × × × × ○ ○ ○

× × × × × × × × × × ○ ○

× × × × ① ① ② ③ ③ ○ ○ ○

作業場の床面積
① 50㎡以下    ② 150㎡以下
③ 300㎡以下
原動機の制限あり

量が非常に少ない施設 × × × ① ② ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

量が少ない施設 × × × × × × × ○ ○ ○ ○ ○

量がやや多い施設 × × × × × × × × × ○ ○ ○

量が多い施設 × ×

○

○

①

■

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

○

×

○

○

○

×

○

○

▲

×

×

①

×

×

▲

■

×

×

×

×

×

×

×

×× × × × × × × × ○ ○

卸売市場、火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場等

　用途地域内の建築物の用途制限

○　建てられる用途
×　 建てられない用途

　　①、②、③、④、▲　面積、階数等の制限あり

住宅 、共同住宅、寄宿舎、下宿

兼用住宅で、非住宅部分の床面積が、50㎡以下かつ建築物の
延べ面積の1/2未満のもの

店舗等の床面積が150㎡以下のもの

店舗等の床面積が150㎡を超え、500㎡以下のもの

店舗等の床面積が500㎡を超え、1,500㎡以下のもの

店舗等の床面積が1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

店舗等の床面積が3,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの

店舗等の床面積が10,000㎡を超えるもの

事務所等の床面積が150㎡以下のもの

▲ ２階以下

事務所等の床面積が150㎡を超え、500㎡以下のもの　　

事務所等の床面積が500㎡を超え、1,500㎡以下のもの　　

事務所等の床面積が1,500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

事務所等の床面積が3,000㎡を超えるもの

ホテル、旅館

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、
バッティング練習場等

カラオケボックス等

麻雀屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、
場外車券売場等

劇場、映画館、演芸場、観覧場

キャバレー、ダンスホール等、個室付浴場等

幼稚園、小学校、中学校、高等学校

大学、高等専門学校、専修学校等

図書館等

巡査派出所、一定規模以下の郵便局等

神社、寺院、教会等

病院

公衆浴場、診療所、保育所等

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等

老人福祉センター、児童厚生施設等

① 600㎡以下　１階以下
② 3,000㎡以下　２階以下
③ ２階以下※一団地の敷地内について別に制限あり

倉庫業倉庫

畜舎（15㎡を超えるもの）

自動車教習所

単独車庫（附属車庫を除く）

建築物附属自動車車庫
①②③については、建築物の延べ面積の1/2以下
かつ備考欄に記載の制限

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服屋、畳屋、
建具屋、自転車店等で作業場の床面積が50㎡以下

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場

都市計画区域内においては都市計画決定が必要

注）本表は、すべての制限について掲載したものではありません。建築物の用途については、建築基準法上の制限以外に別の法律によって
　　制限を受ける地域があります。

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させる
おそれがある工場

自動車修理工場

火薬、石油類、ガスなどの
危険物の貯蔵・処理の量

① 1,500㎡以下、２階以下
② 3,000㎡以下

① 日用品販売店舗、喫茶店、理髪店及び建
具屋等のサービス業用店舗のみ。
２階以下

② ①に加えて、物品販売店舗、飲食店、損
保代理店、銀行の支店、宅地建物取引業
等のサービス業用店舗のみ。 ２階以下

③ ２階以下
④ 物品販売店舗、飲食店を除く
■ 農産物直売所、農家レストラン等のみ。

２階以下

原動機・作業内容の制限あり
作業場の床面積
① 50 ㎡以下　② 150 ㎡以下
■ 農産物直売所、農家レストラン等のみ。
　２階以下

公
共
施
設
・
病
院
・
学
校
等

工
場
・
倉
庫
等

遊
戯
施
設
・
風
俗
施
設

事
務
所
等

店
舗
等

第
一
種
低
層

　
　

住
居
専
用
地
域

第
二
種
低
層

　
　

住
居
専
用
地
域

田
園
住
居
地
域

第
一
種
中
高
層

　
　

住
居
専
用
地
域

第
二
種
中
高
層

　
　

住
居
専
用
地
域

第
一
種
住
居
地
域

第
二
種
住
居
地
域

準
住
居
地
域

近
隣
商
業
地
域

商
業
地
域

準
工
業
地
域

工
業
地
域

工
業
専
用
地
域
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　※ 1 ：耐火建築物
　　　　主要構造物を耐火構造（通常の火災が終了するまでの間、建築物の倒壊を防止する性能と延焼を防止する性能をもち、建築基準法に
　　　定める基準に適合する構造方法）等にしたもので、外壁の開口部の延焼の恐れがある部分に防火設備を設置します。

　※ 2 ：準耐火建築物
　　　（1）主要構造物を耐火建築物の構造に準じた耐火構造にしたもので、外壁の開口部の延焼の恐れがある部分に防火設備を設置します。
　　　（2）木造の建物でも、主要構造部を防火被覆する事等により、準耐火建物となります。

（2）防火地域では、どのような建物にするの？

　小規模なものを除き、耐火建築物※1 にします。

◆準防火地域◆

（1）どのような地域に指定するの？

　防火地域に準じ、比較的建築密度の高い近隣商業地域等においては準防火地域を原則として指定

します。

（2）準防火地域では、どのような建物にするの？

　全体的な防火性能を高め、延焼の抑制を図るため、地域内の建物は、規模に応じて、防火措置した建

築物（下図参照）、準耐火建築物※2、耐火建築物にします。

◆防火地域◆

（1）どのような地域に指定するの？

　商業地域等において、高容積率が指定され建物密度の高い地

域においては、防火地域を原則として指定します。

　防火地域及び準防火地域は、市街地における火災の危険を防ぐために定められる地域となります。これ

は用途地域などと一体的な計画を図り防火性能の高い建築物等の建築を促進することにより、火災の延

焼拡大を抑制し、安全な市街地の形成を図ることを目的としています。

防火地域・準防火地域とは

幹線道路

幹線道路

防⽕地域
準防⽕地域

防⽕地域

100㎡以下

４階以上

種別

階数

延べ⾯積

３階

２階以下

100㎡超

耐⽕建築物 耐⽕建築物

防⽕措置した
建築物

耐⽕建築物
⼜は

準耐⽕建築物耐⽕建築物⼜は
準耐⽕建築物

1,500㎡超500㎡以下
500㎡超

1,500㎡以下

準防⽕地域（階数算定には地階を除く）

※本表は、建築基準法第 61条の主な内容です。

　なお、　　　　の部分の建築物で、一定の範囲内で行う増築及び改築、大規模な修繕等については、適用除

　外の措置が設けられています。

注）建築基準法に定める技術的基準に適合する建物でも可能です。

（注）

防⽕・準防⽕地域指定のイメージ

防⽕地域及び準防⽕地域内の構造制限の概要

5m

3m

隣地境界線

延焼防⽌のため

防⽕措置の必要がある部分

１階：隣地境界または道路中⼼線より３ｍ

２階：隣地境界または道路中⼼線より５ｍ

道路中⼼線

3m 3m

5m5m

建築物の延焼のおそれのある部分には、防火措置を講じる必要があります。

　施行前に着工している又は既にある建築物に対しては、『既存不適格』となるため、ただちに改修を必要としま

せん。ただし、新築・増改築等を行う場合には、既存の部分も含めて防火措置が要求される場合があります。

①窓：防火戸（網入りガラスなど）

②換気扇：防火ダンパー入り換気扇

③玄関扉：鉄製または防火認定を受けたもの

④屋根（延焼のおそれのある部分に限らず）：瓦、金属等の不燃材

⑤外壁及び軒裏：防火構造仕様

建築物の防⽕措置

【防⽕措置の必要範囲】 【防⽕措置の例】



05

　沖縄市の現在の防火地域及び準防火地域は、以下のとおりです。

防火地域及び準防火地域の位置図

沖縄市の現在の防火地域及び準防火地域は、以下のとおりです。

防火地域及び準防火地域の位置図
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沖縄市が定めている特別用途地区

　特別用途地区は、用途地域で指定する内容を補完するため、地区の特性にふさわしい土地利用の増進や

環境の保護などを図るために指定するものです。特別用途地区では、建築物の用途に係る規制や緩和を条

例で定められます。

　沖縄市では、良好な都市の環境を維持していくため、現在「文教地区」および「大規模集客施設制限地区」

の２つの特別用途地区を定めています。

◆文教地区◆

●文教地区は、青少年に対する健全な教育

施設および環境を確保することを目的と

して、市内の小中学校や高等学校等の周

辺を文教地区として指定しています。

●本市での最初の指定は、昭和 36年となっ

ており、その後の教育施設の整備状況や

市町村合併などの状況に応じて、昭和 61

年までに２回区域の変更を行ってきてい

ます。

●現在、本市の文教地区は全 14地区が指定

されており、指定された地区内では風俗

営業等に係る建築物を制限しています。

◆大規模集客施設制限地区◆

●大規模集客施設制限地区は、中心市街地の活性化を推進することを目的として、市内の準工

業地域全域に対して、都市構造に影響を与える大規模集客施設（床面積が１万㎡以上）の立地

を制限する地区を指定しています。

●本市での指定は、平成 22年となっており、これまでに変更は行っていません。

●現在、本市の大規模集客施設制限地区は内陸部と漁港部で指定されています。

特別用途地区とは

沖縄市が定めている特別用途地区

特別用途地区は、用途地域で指定する内容を補完するため、地区の特性にふさわしい土地利用の増進や

環境の保護などを図るために指定するものです。特別用途地区では、建築物の用途に係る規制や緩和を条

例で定められます。

沖縄市では、良好な都市の環境を維持していくため、現在「文教地区」および「大規模集客施設制限地区」

の２つの特別用途地区を定めています。

◆文教地区◆

●文教地区は、青少年に対する健全な教育

施設および環境を確保することを目的と

して、市内の小中学校や高等学校等の周

辺を文教地区として指定しています。

●本市での最初の指定は、昭和 36年となっ

ており、その後の教育施設の整備状況や

市町村合併などの状況に応じて、昭和 61

年までに２回区域の変更を行ってきてい

ます。

●現在、本市の文教地区は全 14地区が指定

されており、指定された地区内では風俗

営業等に係る建築物を制限しています。

◆大規模集客施設制限地区◆

特別用途地区とは

北谷文教地区

山内文教地区

島袋文教地区

中の町文教地区

胡屋文教地区

安慶田・室川文教地区

大里文教地区

泡瀬文教地区

コザ文教地区

越来文教地区

美里文教地区

知花文教地区

美東文教地区

宮里文教地区

　　　合　　計

7.2ha

50.6ha

13.0ha

15.5ha

21.9ha

47.2ha

13.5ha

33.5ha

15.3ha

12.0ha

35.2ha

32.3ha

15.8ha

10.0ha

323.0ha

内陸部

漁港部

　　　合　　計

112ha

13ha

125.0ha
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　沖縄市の現在の特別用途地区は、以下のとおりです。

特別用途地区の位置図
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用途地域見直しの必要性

今回見直す用途地域の検討内容

　今回の検討内容としては、主に、道路拡幅工事に伴う用途地域指定箇所の拡大や、用途地域の境界線が

不明確になっている箇所について、指定基準への適合を目的として見直しを行います。検討対象とした地

区の概要は、以下のとおりです。

　沖縄市は、昭和 36 年に旧コザ市で初めて用途地域を決定し、昭和 49 年の合併後に新用途地域を決定

以降、必要に応じて一部見直しを行いながら市街地の秩序ある土地利用の規制と誘導に取り組んできま

した。 近年の社会・経済情勢の変化等に伴い、用途地域見直しの必要性が高まっています。

　平成 28 年度は、道路などが整備されたことにより、用途地域の指定基準に合わなくなった箇所など 8

地区の用途地域等を変更いたしました。

今回の変更地区の一覧

地区名
用途地域の変更内容

変更前（容積率/建ぺい率） 変更後（容積率/建ぺい率）

県道74号線沿道地区

知花１丁目地区

知花４丁目地区

嘉間良地区

中央地区

山里地区

胡屋地区

美里地区

第一種住居地域

（200/60）

第一種中高層住居専用地域

（200/60）

第一種中高層住居専用地域

（200/60）

第一種低層住居専用地域

（100/50）

第一種中高層住居専用地域

（200/60）

第一種中高層住居専用地域

（200/60）

第一種中高層住居専用地域

（200/60）

第一種低層住居専用地域

（100/50）

準住居地域

（200/60）

第二種住居地域

（200/60）

第一種住居地域

（200/60）

準工業地域（200/60）

　特別用途地区：大規模集客施設制限地区

第一種中高層住居専用地域

（200/60）

第一種低層住居専用地域

（100/50）

第一種住居地域

（200/60）

第一種住居地域（200/60）

準防火地域

近隣商業地域（300/80）

準防火地域

近隣商業地域（300/80）

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒
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変更地区の位置図

74

36

75

85

329

東南植物楽園
沖縄北 IC

沖縄南 IC

コザしんきん
スタジアム

陸上競技場

東南植物楽園
沖縄北 IC

沖縄南 IC

コザしんきん
スタジアム

陸上競技場

面積：約 2.1 ha
知花４丁目地区
面積：約 0.4 ha

中央地区
面積：約 0.1 ha

山里地区
面積：約 0.1 ha

胡屋地区
面積：約 0.5 ha

美里地区
面積：約 0.1 ha

県道74号線沿道地区
面積：約0.3ha

嘉間良地区

知花１丁目地区

面積：約 0.3 ha

74

a

道地区

ha

用途地域変更地区

準防火地域変更地区

特別用途地区

凡　　　例

用途地域変更区域

都市計画区域（沖縄全域）
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変更地区の概要

用途

用途

用途 特別

県道 74号線沿道地区

知花１丁目地区

知花４丁目地区

　本地区は、本市北部を横断して嘉手納町に至る県道 74 号線の南北に位置しており、主に戸建て住宅、

店舗併用住宅、共同住宅等が立地しています。

　県道 74 号線は、平成 27 年度に拡幅整備が完了しましたが、現在も拡幅前の道路端より 25ｍが第二

種住居地域に指定されています。

　指定基準に準拠し、拡幅部についても拡幅後の道路端より 25ｍを用途地域の境界線として、約 0.3ha

を第一種住居地域から第二種住居地域へ変更します。

変
更
理
由

変
更
内
容

県道74号線沿道地区

箇所名

合　計

面積

（ha）

0.3

0.3

変更前 変更後

種　類

200/60

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

200/60

種　類

第一種住居地域 第二種住居地域

　本地区は、沖縄市立美里中学校の南側に位置しており、一部知花都市緑地を含んだ地区で、主に戸建て

住宅が立地しています。

　現在、第一種中高層住居専用地域に指定されていますが、隣接する第一種住居地域との境界線が中学

校の敷地内に入り込む形で設定されており、境界不明確となっています。

　用途地域の境界を明確にするため、指定基準に準拠し、対象地区の南側にある市道並びに建築基準法

道路の道路端及び公園の敷地を境界線として、約 2.1ha を第一種中高層住居専用地域から第一種住居

地域へ変更します。

変
更
理
由

変
更
内
容

知花１丁目地区

箇所名

合　計

面積

（ha）

2.1

2.1

変更前 変更後

種　類

200/60

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

200/60

種　類

第一種中高層住居
専用地域

第一種住居地域

　本地区は、白川公園の北側に位置しており、主に農地で周辺には住宅が立地しています。

　現在、第一種中高層住居専用地域に指定されていますが、隣接する準工業地域との境界が不明確と

なっています。

　用途地域の境界を明確にするため、指定基準に準拠し、対象地区の南側は建築基準法道路端までとし、

北側については明確な地形地物が存在しないため、公図による地番界を境界線として、約 0.4ha を第一

種中高層住居専用地域から準工業地域へ変更します。

変
更
理
由

変
更
内
容

知花4丁目地区

箇所名

合　計

面積

（ha）

0.4

0.4

変更前 変更後

種　類

200/60

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

200/60

種　類

第一種中高層住居
専用地域

準工業地域
特別用途地区
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用途 準防 特別用途地域変更 準防火地域変更 特別用途地区変更

知花第一公園知花第一公園知花第一公園知花第一公園
知花第二公園(無)知花第二公園(無)知花第二公園(無)知花第二公園(無)

知花文教知花文教知花文教知花文教

知花第一公園知花第一公園知花第一公園知花第一公園
知花第二公園(無)知花第二公園(無)知花第二公園(無)知花第二公園(無)

知花文教知花文教知花文教知花文教

記号 説明

用途地域変更区域

都市施設

凡例

終　点

文教地区

特別用途地区

（大規模集客施設制限地区）

準防火地域

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種低層住居専用地域 50 100

第一種中高層住居専用地域 60 200

第一種住居地域 60 200

第二種住居地域

準工業地域

60 200

60 200

近隣商業地域 80 200

凡例

準住居地域 60 200

3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）

3・
4・

沖
13

知

3・
4・

沖
13

知
花

登
川

線（

3・
4・

沖
13

知

3・
4・

沖
13

知
花

登

3・
4・

沖
13

知
花

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

美里中学校美里中学校美里中学校美里中学校

沖23号
第一公園

・2・沖23号
知花第一公園

沖23号
第一公園

・沖23号
第一公園

2・2・沖39号松本第一公園2・2・沖39号松本第一公園2・2・沖39号松本第一公園2・2・沖39号松本第一公園

沖3号知花都市緑地沖3号知花都市緑地沖3号知花都市緑地沖3号知花都市緑地

2・2・沖38号
松本かりゆし公園
2・2・沖38号
松本かりゆし公園
2・2・沖38号
松本かりゆし公園
2・2・沖38号
松本かりゆし公園

知花文教地区知花文教地区知花文教地区知花文教地区

3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）
3・4・4 県道16号線（18ｍ）

3・
4・

沖
13

知

3・
4・

沖
13

知
花

登
川

線（

3・
4・

沖
13

知

3・
4・

沖
13

知
花

登

3・
4・

沖
13

知
花

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

3・
4・

沖
10

美
里

線（
20

ｍ
）

美里中学校美里中学校美里中学校美里中学校

沖23号
第一公園

・2・沖23号
知花第一公園

沖23号
第一公園

・沖23号
第一公園

2・2・沖39号松本第一公園2・2・沖39号松本第一公園2・2・沖39号松本第一公園2・2・沖39号松本第一公園

沖3号知花都市緑地沖3号知花都市緑地沖3号知花都市緑地沖3号知花都市緑地

2・2・沖38号
松本かりゆし公園
2・2・沖38号
松本かりゆし公園
2・2・沖38号
松本かりゆし公園
2・2・沖38号
松本かりゆし公園

知花文教地区知花文教地区知花文教地区知花文教地区

0 100 200m50

記号　　　　　　説明

用途地域変更区域

都市施設

凡例

起　点

終　点

市町村界

文教地区

準防火地域

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種低層住居専用地域 50 100

第一種中高層住居専用地域 60 200

第一種住居地域 60 200

凡例

第二種住居地域 60 200

2・2・沖52号2・2・沖52号
白川公園白川公園
2・2・沖52号
白川公園
2・2・沖52号
白川公園
2・2・沖52号
白川公園

2・2・沖52号2・2・沖52号
白川公園白川公園
2・2・沖52号
白川公園
2・2・沖52号
白川公園
2・2・沖52号
白川公園

0 100 200m50

都市施設

記号 説明

用途地域変更区域

凡例

（大規模集客施設制限地区）

特別用途地区

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種中高層住居専用地域 60 200

凡例

第二種住居地域 60 200

準工業地域 60 200

変更後変更前

変更後変更前

変更後変更前
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変更地区の概要概要

用途

用途

用途

準防

嘉間良地区

中央地区

山里地区

　本地区は、嘉間良公園、都市計画道路 3・7・沖 1センター越来線の北側に位置しており、主に農地で

周辺には戸建て住宅も立地しています。

　現在、第一種低層住居専用地域及び第一種中高層住居専用地域に指定されていますが、南側道路から北

側への見通し線を境界にしていると考えられ、基準となる地形地物が無く境界不明確となっています。

　用途地域の境界を明確にするため、指定基準に準拠し、対象地区の北側は建築基準法道路端とし、ま

た、明確な地形地物が存在しない箇所については、公図による地番界を境界線として、約 0.2ha を第一

種低層住居専用地域から第一種中高層住居専用地域へ、0.1ha を第一種中高層住居専用地域から第一

種低層住居専用地域へ変更します。

変
更
理
由

変
更
内
容

嘉間良地区

箇所名

合　計

面積
（ha）
0.2

0.1

0.3

変更前 変更後

種　類

200/60

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

100/50

種　類

第一種中高層住居専用地域 第一種低層住居専用地域

100/50 200/60第一種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域

　本地区は、センター公園の南側に位置しており、戸建て住宅や共同住宅が立地しています。

　現在、第一種中高層住居専用地域に指定されていますが、隣接する近隣商業地域との境界線が不明確

となっています。

　用途地域の境界を明確にするため、指定基準に準拠し、対象地区の東側は市道端とし、北側は公図に

よる地番界を境界線として、約 0.1ha を第一種中高層住居専用地域から近隣商業地域へ変更します。

変
更
理
由

変
更
内
容

中央地区

箇所名

合　計

面積

（ha）

0.1

0.1

変更前 変更後

種　類

200/60

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

300/80

種　類

第一種中高層住居
専用地域

近隣商業地域

準防火地域

　本地区は、国道 330号の西側に位置しており、周辺には戸建て住宅や共同住宅が立地しています。

　現在、第一種中高層住居専用地域に指定されていますが、明確な地形地物が存在せず、用途地域境界

線が不明確となっています。

　用途地域の境界を明確にするため、指定基準に準拠し、公図による地番界を境界線として、約 0.1ha

を第一種中高層住居専用地域から第一種住居地域へ変更します。

変
更
理
由

変
更
内
容

山里地区

箇所名

合　計

面積

（ha）

0.1

0.1

変更前 変更後

種　類

200/60

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

200/60

種　類

第一種中高層住居
専用地域

第一種住居地域
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用途 準防 特別用途地域変更 準防火地域変更 特別用途地区変更

100 200m100 200m5050

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種低層住居専用地域 50 100

第二種中高層住居専用地域 60 200

準住居地域 60 200

凡例

第一種中高層住居専用地域 60 200

準工業地域 60 200

記号 説明

用途地域変更区域

都市施設

凡例

終　点

特別用途地区

（大規模集客施設制限地区）

文教地区

3・7・
沖1セ

ンター

越来線（
18ｍ

）
3・7・

沖1セ
ンター

越来線（
18ｍ

）
3・7・

沖1セ
ンター

越来線（
18ｍ

）
3・7・

沖1セ
ンター

越来線（
18ｍ

）

コザ文教地区

3・3・沖３号センター公園3・3・沖３号センター公園3・3・沖３号センター公園3・3・沖３号センター公園

センター児童公園(無)センター児童公園(無)センター児童公園(無)センター児童公園(無)

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

3・7・
沖1セ

ンター

越来線（
18ｍ

）
3・7・

沖1セ
ンター

越来線（
18ｍ

）
3・7・

沖1セ
ンター

越来線（
18ｍ

）
3・7・

沖1セ
ンター

越来線（
18ｍ

）

コザ文教地区

3・3・沖３号センター公園3・3・沖３号センター公園3・3・沖３号センター公園3・3・沖３号センター公園

センター児童公園(無)センター児童公園(無)センター児童公園(無)センター児童公園(無)

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

3・
4・
沖
3セ
ン
タ
ー
中
央
通
り
線（
18ｍ

）

0 100 200m50

記号 説明

用途地域変更区域

都市施設

凡例

起　点

終　点

文教地区

準防火地域

防火地域

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種中高層住居専用地域 60 200

第一種住居地域 60 200

凡例

近隣商業地域 80 300

商業地域 　80 400

北中城村北中城村
0 100　　　　　　　　　　　　　　200m50

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種中高層住居専用地域 60 200

第一種住居地域 60 200

凡例

近隣商業地域 80 300

商業地域 　80 400

記号 説明

用途地域変更区域

都市施設

凡例

起　点

終　点

市町村界

準防火地域

防火地域

文教地区

変更後変更前

変更後変更前

変更後変更前
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変更地区の概要

MEMO

変更地区の概要

準防

用途

用途

胡屋地区

美里地区

変
更
理
由

　本地区は、沖縄こどもの国の南東に位置しており、主に戸建て住宅や事務所等が立地しています。

　現在、第一種低層居住専用地域に指定されていますが、隣接する第一種住居地域との境界線が不明確

となっています。

　用途地域の境界を明確にするため、指定基準に準拠し、対象地区の周辺にある建築基準法道路端を境

界線として、約 0.5ha を第一種低層住居専用地域から第一種住居地域へ変更します。

変
更
内
容

胡屋地区

箇所名

合　計

面積
（ha）

0.5

0.5

変更前 変更後

種　類

100/50

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

200/60

種　類

第一種低層住居
専用地域

第一種住居地域

　本地区は、国道 329号沿道に位置しており、主に戸建て住宅や店舗併用住宅が立地しています。

　現在、準住居地域に指定されていますが、隣接する近隣商業地域との境界が不明確となっています。

　用途地域の境界を明確にするため、指定基準に準拠し、対象地区の北側にある市道端を境界線とし

て、約 0.1ha を準住居地域から近隣商業地域へ変更します。
変
更
理
由

変
更
内
容

美里地区

箇所名

合　計

面積
（ha）

0.1

0.1

変更前 変更後

種　類

200/60

容積率/建ぺい率容積率/建ぺい率

300/80

種　類

準住居地域
近隣商業地域

準防火地域
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用途 準防 特別用途地域変更 準防火地域変更 特別用途地区変更

北中城村

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

もの国公園もの国公園どもの国公園どもの国公園

北中城村

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

3・
5・
沖
7
安
慶
田
線
（
1
2
ｍ
）

もの国公園もの国公園どもの国公園どもの国公園

0 100 200m50

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種低層住居専用地域 50 100

第一種中高層住居専用地域 60 200

第一種住居地域 60 200

凡例

記号 説明

用途地域変更区域

都市施設

凡例

起　点

終　点

市町村界

3・
4・
2国
道

3・
4・
2国
道

3・
4・
2国
道
3

3・
4・
2国
道

沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

・5・沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

5・沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

線（3（

美
里
小
学
校

美
里
小
学
校

美
里
小
学
校

美
里
小
学
校

美来工科高校美来工科高校美来工科高校美来工科高校

2・2・沖24号木の下原公園2・2・沖24号木の下原公園2・2・沖24号木の下原公園2・2・沖24号木の下原公園

美里文教地区美里文教地区美里文教地区美里文教地区

3・
4・
2国
道

3・
4・
2国
道

3・
4・
2国
道
3

3・
4・
2国
道

沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

・5・沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

5・沖
2　
中
部
工
業
高
校
北
側
線（
12ｍ
）

線（3（

美
里
小
学
校

美
里
小
学
校

美
里
小
学
校

美
里
小
学
校

美来工科高校美来工科高校美来工科高校美来工科高校

2・2・沖24号木の下原公園2・2・沖24号木の下原公園2・2・沖24号木の下原公園2・2・沖24号木の下原公園

美里文教地区美里文教地区美里文教地区美里文教地区

0 100 200m50

記号 説明

用途地域変更区域

都市施設

凡例

起　点

終　点

文教地区

準防火地域

区分 用途地域名 建ぺい率 容積率

第一種中高層住居専用地域 60 200

第一種住居地域 60 200

凡例

第二種中高層住居専用地域 60 200

準住居地域 60 200

近隣商業地域 80 300

変更後変更前

変更後変更前
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Ｑ＆Ａ

Ｑ：用途地域や準防火地域の変更までの手続きは？

都市計画素案

の作成
住⺠説明会

都市計画案

の公告 ・縦覧

（意⾒の提出）

沖縄市

都市計画

審議会

沖縄県知事

との協議

都市計画決定

と告⽰

Ａ：都市計画に関する住民の合意形成を円滑化し、都市計画の確実な実現を図

る観点から、都市計画の変更にあたっては、住民説明会や案の縦覧等で住

民参加機会の拡大を図り、都市計画決定の手続きを進めていきます。

Ｑ：用途地域の境界線はどのように決めているの？

Ａ：用途地域の境界線は、原則として緑地、河川、道路等の明確な地形・地物によっ

て定めることとし、幹線道路沿道に帯状に定める場合は、道路からの一定距

離等をもって区分することとしています。また、境界線が地形・地物による

設定が困難な場合に限り、地番界により定める場合があります。

Ｑ：用途地域はどのような時期に見直しを行うの？

Ａ：用途地域の指定又は変更は、土地利用の動向、公共施設の整備状況、社

会情勢の変化に対応して適切な時期に見直しを行うこととしています。

例えば、幹線道路や土地区画整理事業などの事業実施の場合、沖縄市総

合計画や沖縄市都市計画マスタープランなどの上位計画の変更に対応す

る場合、都市計画基礎調査の結果により土地利用の適切な誘導を図る場

合などがあげられます。

Ｑ：敷地が二つ以上の用途地域や準防火地域にまたがっている場合、どの制限が適用されますか？

Ａ：敷地が二つ以上の用途地域にまたがる場合、用途制限については敷地の過

半の属する用途地域の制限が適用となります。

また、建ぺい率・容積率については、それぞれの用途地域の建てられる規

模を算出し、合計したものがその敷地に建てられる大きさとなります。なお、

建築物が準防火地域の内外にまたがる場合は、面積に関わらず、準防火地

域の制限が適用となります。

Ｑ：用途地域や準防火地域の変更により、現在の建築物に適合しない部分が生じた場合の対応は？

Ａ：用途地域や準防火地域の変更に伴い、当該規定に適合しなくなった建築物

は既存不適格建築物として、現状のまま継続して利用することは可能です。

ただし、将来的に建替えや増改築にあたっては新規定に適合することが必

要となります。詳細については沖縄市都市計画担当窓口までお問い合わせ

ください。

Ｑ：用途地域や準防火地域等の都市計画に関する情報を確認するためには？

Ａ：沖縄市の用途地域等の都市計画に関する情報は、沖縄市ホームページ内

の「沖縄市用途地域のご案内」でご確認いただけます。また、詳細内容

については、沖縄市都市計画担当窓口までお問い合わせください。

Ｑ：用途地域や準防火地域等の都市計画が記載された都市計画図はどこで購入できますか？

Ａ：沖縄市都市計画担当の窓口で販売（1 枚：1,000 円）しております。


